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個別施策評価結果を踏まえた来年度以降の取り組み

引き続き、第２バースの荷役機械改良について、無利子貸付の実施に向けた調整を行っていきます。

判断理由

継続
引き続き荷役機械の改良を行い、円滑で効率的なターミナル運営を行っ
ていく必要があるため。

個別施策評価結果による
今後の取り組みの方向性

事務事業 成果 コスト

○ ・×

○ ・×

○ ・×

港湾法55条の7の特定用途港湾施設の建設等に係る資金の貸付け制度を
利用することで効率的に事業を実施しています。

○ ・×

○ ・×

○ ・×

○ ・×

○ ・×

中国・アジア貨物の重要な物流拠点である鍋田ふ頭コンテナターミナルの両
休暇に対応するため荷役機械を改良する必要があり、港湾管理者が主体と
なって調整を行う必要があります。

○ ・×

無利子貸付金により老朽化した荷役機械を改良することで延命化を図ること
ができ、事務事業の成果に結びついています。
利用者調整等により事業の一部を平成26年度に繰り越すことになりました
が、全体スケジュールに変更はありません。また、平成26年度に予定してい
る特例港湾運営会社への指定申請には影響ありません。（株式会社化と同
様に切り替わりの時期に事業実施をしない）

達成率(累計％）

達成率(単年度％）

実績

必
要
性

どうしても必要な事業か？

利用者のニーズは高いか？

本組合が関与する必要があるか？

その他特記事項
平成25年度までを総括した

必要性・有効性・効率性の確認
判断理由　（課題の抽出）

備考（指標の算定方法など）

12.1 20.1 （累計）100

22 23

20.5

正規職員

12.1

27

12.5 16.3

24 最終目標活動・成果　指標 年度 21 25

0.00 0.00

38,152 39,313合計 千円

人

人

千円 1,552 1,513

0.18 0.17

千円

一般会計 千円

事業会計

その他 千円

49,40037,80036,600

１号機の改良と4号機の電装品等の製作を行いました。

平成25年度の
実施予定

第１バース及び第2バースの荷役機械改良について、無利子貸付の実施に向けた調整を行
う予定です。

36,600 37,800 49,400

平成25年度に
実施した

内容･結果

備考（款項目節等）

事業費　計

港湾法55条の7

実施
義務   　　 有        無

関連
シート

根拠
法令等

目的
鍋田ふ頭コンテナターミナル第1バース及び第2バース（荷役機械）を改良し、延命化を図り
ます。

事業
期間

平成23～27年度

連携課 関連事業担当

052-654-7921

24年度事業・個別施策評価結果
（今後の取組みの方向性）

連絡先

企画調整室
事業担当課長

責任者

11 鍋田ふ頭コンテナターミナル施設改良事業

年度

1   グローバルロジスティクスの港

事務事業シート 対象事業年度 平成 25

基本施策名 01 国際・国内海上輸送機能の強化
政策名

目標

無利子貸付執行率
（％）

目標

実績

人員費　計

千円

コスト個別施策名 02 既存コンテナ機能を再編・強化する 事務事業 成果

事務事業名

整備場所：愛知県弥富市富浜
内容・規模：整備主体である名古屋港埠頭株式会社(平成24年12月に(財)名古屋港埠頭公
社より業務を継承)に対する無利子貸付金について、国及び名古屋港埠頭株式会社との調
整（荷役機械5基）
総事業費：約15億円（うち、港湾管理者無利子貸付金総額約3億円）

コスト（年度） 単位 21（実績） 22（実績） 23（実績） 24（実績） 25（実績見込み）

概要

コード

個02事11

効
率
性

最小のコストで成果をあげているか？

受益者に適正に負担させているか？

効率的な運営主体となっているか？

有
効
性

目的や目標の水準は妥当か？

目標を達成したか？

個別施策へ貢献したか？

嘱託職員

全体の無利子貸付事業費に対
する、当該年度までの無利子貸
付執行率を計上しました。

達成率(累計％） 12.1 24.6

達成率(単年度％）

（款項目節）
歳入：組合債/組合債/ｺﾝﾃﾅ埠頭整備事業転貸
債/ｺﾝﾃﾅ埠頭整備事業転貸債
歳出：総務費/総務管理費/諸費/貸付金
（算出計算式）
貸付総額の内訳：①国（2割・無利子）、②港湾
管理者（2割・無利子）、③特別転貸債（3割・有
利子）、④市中借入（3割・有利子）
（その他）
事業費は港湾管理者無利子貸付額です。
24年度23,200千円を25年度に繰越して実施し
た。
25年度12,600千円を26年度に繰越して実施す
る。
25年度事業費は最終確定額ではありません。128,259

40.9

1,395

0.16

0.00

50,795

合計

123,800

123,800

4,459

建設整備事業一般事務事業 計画 事業化 事業 管理

事務事業の段階


